
事 務 連 絡

平成２９年８月３１日

各都道府県教育委員会高校教育主管課

各指定都市教育委員会高校教育主管課

各 都 道 府 県 私 立 学 校 事 務 担 当 課

附属高等学校 御中(中等教育学校後期課程を含む)

を置く各国立大学法人附属学校事務担当課

構造改革特別区域法第 条第 項の認定を受けた12 1
各地方公共団体株式会社立学校事務担当課

文部科学省初等中等教育局教育課程課

児童生徒課

労働法に関する高等学校等向けセミナーについて（再周知）

平素より、労働法などの雇用と労働に関する教育の充実に御協力をいただき、感謝申し

上げます。

平成２９年８月１０日付け事務連絡において 「労働法に関する高等学校等向けセミナ、

ー」について、厚生労働省より協力依頼の事務連絡があり、周知に関するお願いをさせて

いただいたところです。

このことに関連して、厚生労働省より、別添事務連絡のとおり、高校教員等の方々の参

加状況より、別添２のリーフレットのとおり、開催時間帯を午後のみに変更する旨の連絡

がありました。

、 、 、つきましては このことについて 各都道府県教育委員会高校教育主管課におかれては

域内の高等学校等を設置する市町村教育委員会及び所管の高等学校等に対して、各指定都

市教育委員会高校教育主管課におかれては、所管の高等学校に対して、各都道府県私立学

校事務担当課及び構造改革特別特区法第１２条第１項の認定を受けた各地方公共団体株式

会社立学校事務担当課におかれては、所轄の高等学校等及び学校法人等に対して、各国立

大学法人附属学校事務担当課におかれては、その管下の高等学校等に対して、御周知いた

だくようお願いします。

なお、当該セミナーに係る問合せについては、下記のとおり厚生労働省労働条件政策課

労働条件確保改善対策室へお問い合わせください。

記

労働法教育等のための教員用冊子に係る問合せ先

厚生労働省労働基準局労働条件政策課労働条件確保改善対策室

電話 ０３－５２５３－１１１１（内線５５４５）

【本件担当】

文部科学省初等中等教育局教育課程課教育課程総括係

電話 ０３－５２５３－４１１１（内線２０７３）



 
 

           事 務 連 絡 

平成 29 年８月 31 日 

 

文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課長 殿 

文部科学省初等中等教育局教育課程課長 殿 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課長 殿 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課長 殿 

文部科学省高等教育局学生・留学生課長 殿 

 

 

 厚生労働省労働基準局労働条件政策課長 

 

 

労働法教育に関する高校教員等向けセミナーに係る 

協力依頼について（再要請） 

 

 

 平素より、労働基準行政の推進に御協力を賜り、深く感謝申し上げます。 

先般、平成 29 年８月４日付け事務連絡「労働法教育に関する高校教員等向け

セミナーに係る協力依頼について」（別添１）において、全国 10 箇所の会場（北

海道・宮城・東京・神奈川・愛知・京都・広島・香川・福岡・沖縄）において、

午前及び午後にセミナーを開催することとして、御協力のお願いをさせていた

だいたところですが、セミナーの対象としておりました高校教員等の方々の参

加状況より、別添リーフレット（別添２）のとおり、開催時間帯を午後のみに

変更させていただくこととなりました。 

つきましては、お手数をおかけして誠に申し訳ありませんが、開催時間帯変

更及び各高等学校等の先生方の御出席について、各教育委員会及び各高等学校

等へ改めて周知いただきますよう、よろしくお願いいたします。 

 

○厚生労働省ホームページ: 

 http://www.check-roudou.mhlw.go.jp/tobira/index.html 
○申込専用ホームページ： 

 http://partner.lec-jp.com/ti/l-education/ 

 

○本件連絡先： 

厚生労働省労働基準局労働条件政策課労働条件確保改善対策室 

    TEL：厚生労働省代表０３－５２５３－１１１１（内線５５４５） 



別添１ 

           事 務 連 絡 

平成 29 年８月４日 

 

文部科学省生涯学習政策局生涯学習推進課長 殿 

文部科学省初等中等教育局教育課程課長 殿 

文部科学省初等中等教育局児童生徒課長 殿 

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課長 殿 

文部科学省高等教育局学生・留学生課長 殿 

 

 

 厚生労働省労働基準局労働条件政策課長 

 

 

労働法教育に関する高校教員等向けセミナーに係る協力依頼について 

 

 

 平素より、労働基準行政の推進に御協力を賜り、深く感謝申し上げます。 

厚生労働省では、高等学校の段階においても生徒に労働法や制度（ワークル

ール）に関する理解を深めてもらうことが重要と考え、平成 28 年度厚生労働省

事業として、貴省の御協力もいただき、高等学校等における労働法や制度の指

導のためのモデル授業案（生徒用のワークシート案等を含む）や留意点等を記

載した教員用の資料「『はたらく』へのトビラ～ワークルール 20 のモデル授業

案～」を作成いたしました。 

本資料については、既に高等学校等に送付したところですが、平成 29 年度事

業として、高等学校等における本資料を活用した労働法等のワークルールの指

導の参考となる標記セミナーを、別添リーフレットのとおり全国 10 箇所の会場

（北海道・宮城・東京・神奈川・愛知・京都・広島・香川・福岡・沖縄）で開

催することといたしました。 

つきましては、この取組に御理解いただきますととともに、各高等学校等の

先生方のご出席をいただけるよう、各教育委員会及び各高等学校等への周知に

ついて御協力を賜りたく、よろしくお願いいたします。 

 

参考 URL: http://www.check-roudou.mhlw.go.jp/tobira/index.html 
 

○本件連絡先： 

厚生労働省労働基準局労働条件政策課労働条件確保改善対策室 

    TEL：厚生労働省代表０３－５２５３－１１１１（内線５５４５） 



14：00
～16：30
午後のみ開催

http://partner.lec-jp.com/ti/l-education/

裏面の申込票＜FAX送信用＞を送信、もしくは下記HPより
セミナー申込票（エクセルデータ）をダウンロードし、
必要事項に入力の上、メールにてお申し込みください。

YTFMJ
テキストボックス
別添２




参加ご希望の開催地に
○印をつけてください。 ※開催時間帯は午後（14：00～16：30）のみですのでご注意ください。


